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第１章 下水道事業を取り巻く状況 

１ 位置、地勢 

高山村は、昭和 3 年 9 月に松川を挟んだ高井村と山田村の両村が合併し発足しました。本村

は、長野県北東部に位置し、北は中野市、山ノ内町、南は須坂市、西は小布施町、東は群馬県

と接しています。県庁所在地長野市の中心部からおよそ 20km の距離にあり、長野駅から電車・

バスを利用して約 50 分、上信越自動車道の須坂長野東 IC や小布施スマート IC から車で約 20

分の距離にあります。東及び南北が山に囲まれ、村の中央を流れる松川の扇状地に耕地と 27

の集落が点在しています。 

村の総面積は 98.56km2 で、村域の約 85％が森林・原野で占められ、森林の多くが上信越高

原国立公園に指定されています。気候は、内陸性の気候であるため、年間を通じて気温の日格

差が大きく、夏季では最高気温が 30 度を超え、冬季では月の平均気温が氷点下となります。ま

た、年間降水量は 1,000mm 前後と少ない一方、東部の山間部では降雪量が 100cm を超えるこ

ともあり、特別豪雪地帯に指定されています。なお、村内には、地下街等の都市機能が集積して

いる地区はありません。 

  

(出典:信州高山村観光協会) 
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２ 人口動態 

(1) 人口動態の現状 

国勢調査に基づく本村の総人口は、平成 12 年の 7,776 人をピークに減少を続け、令和 2 年

には 6,617 人となっていま

す。第 2 期策定の高山村人

口ビジョンと比較すると、令

和 2 年における推計値で、

186 人下回っています。 

また、世帯数は、令和 2 年

に 2,321 世帯となっており、

増加が進んでいますが、1 世

帯当たりの人員数は減少し

続けており、令和 2 年には

2.85 人となっています。 

 

(2) 人口の将来予測 

本村では、これまでの人口ビジョンを見直す形で、令和 7 年 3 月に第 3 期人口ビジョンを策定

しました。この中では、将来の人口予測について、国立社会保障・人口問題研究所(以下、社人

研)が令和 5 年 12 月に公表した値と、内閣府地方創生推進室より提供された「人口動向分析・

将来人口推計のための基礎データ令和 6 年 6 月版」による推計値をベースに算定しました。 

その結果、社人研の推計値は、45 年後の令和 52 年で 2,373 人となったのに対し、本村が独

自で合計特殊出生率や社会移動、生存率を考慮し独自で算出した推計値では、社人研より 677

人多い 3,050 人となりました。 
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３ 所掌事業 

(1) 事業会計に関する事項 

本村の下水道事業は、特定環境保全公共下水道事業会計と農業集落排水事業会計の 2 会計

で行っています。各会計の担当区分は以下のとおりです。 

 

(2) 事業開始に関する事項 

本村の公共下水道は、平成 4 年度に特定環境保全公共下水道の事業認可を受け、平成 6 年

度に供用開始をし、本年で 31 年を経過しています。また、農業集落排水事業は昭和 59 年度に

東部処理区で事業採択され、昭和 63 年度に供用を開始し、本年度で 37 年を経過しています。 

事業 事業認可(事業採択) 供用開始 

特定環境保全公共下水道事業 平成 4 年度 平成 6 年度 

農業集落排水事業 昭和 59 年度 昭和 63 年度 

 

(3) 組織体制 

高山村下水道事業については、特定環境保全公共下水道事業と農業集落排水事業ともに高

山村役場建設水道課上下水道係で運営しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※全員、特定環境保全公共下水道事業と

農業集落排水事業等を兼任している。

課長 1名

係長 1名

係員 1名

2名

【下水道事業会計区分】

下水道事業会計

特定環境保全公共下水道会計

農業集落排水事業会計
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第２章  経営戦略策定にあたって 

 

１ 経営戦略策定の趣旨 

 

人口減少や節水機器の普及などを背景に水需要の減少に伴う収入減の傾向が続いている

一方で、多くの施設で老朽化が始まっており、施設の更新や耐震化に多大な費用がかかること

が予想されるため、今後の経営状況はますます厳しいものとなることが見込まれます。 

このような状況に対し、施設等の計画的な更新を進め、健全性を維持していくためには、組織

や事務の効率化、施設管理の見直しなど経営基盤強化の取組を一層推進するとともに、「投資

試算」と「財源試算」を均衡させた収支計画を策定し、中長期的な視野で事業経営に取り組ん

でいくことが重要です。このため、中長期的な経営の基本計画である「経営戦略」を策定しま

す。 

 

２ 経営戦略の位置付け 

 

総務省から「経営戦略の改定推進について」（令和 4 年 1 月）や「公営企業の経営に当たって

の留意事項について」（平成 26 年 8 月）が通知され、昨今の事業環境の変化（エネルギーコスト

の高騰や請負工事等の労務単価の上昇、施設の老朽化に伴う更新投資の増大、防災・減災対

策の強化、人口減少に伴う料金収入の減少等）に対応するための「経営戦略」を策定し、経営基

盤の強化と財政マネジメントの向上に取り組むことが求められています。 

また、会計制度についても、「事業・サービスの拡充期」から、「人口減少社会、インフラ強靭

化・更新・縮小時代」に転換する中で、経営革新や経営判断に必要な損益の認識、資産・負債等

を正確に把握する必要があることから、地方公営企業法改正に伴う新たな会計制度が平成 26

年度から本格適用されています。 

高山村下水道事業においては、特定環境保全公共下水道事業が供用開始から 31 年、農業

集落排水事業が供用開始から 37 年が過ぎ、今後施設の老朽化に伴う大規模な更新投資が見

込まれる中、令和 5 年 3 月に策定した「水循環・資源循環のみち 2022」構想に基づき、農業集

落排水施設駒場地区及び牧地区を特定環境保全公共下水道流域関連高山処理区に統合する

整備事業を開始しました。これにより汚水の集約化と処理場の廃止及び廃止に伴う流域統合に

よる維持管理の効率化を目指しています。 

また、令和 5 年度に地方財政法における公営企業の導入を実施し、令和６年度からは公営企

業会計に移行しており、下水道事業経営で発生する資産と負債、利益を明らかにし、正確かつ

透明性の高い会計運用を行っています。 

このような大きな整備事業及び経営形態の方針転換があったこと、さらには平成 29 年 3 月に

高山村特定環境保全公共下水道事業の経営戦略を策定してから 8 年が経過していることから、
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前回策定した経営戦略の見直し（ローリング）を図ります。 

一層の経営基盤の強化等を図っていくため、将来の人口減少を加味した、下水道使用料収入

の予測値や必要となる投資・財源の試算結果等を織り込んだ上で、実効性のある経営戦略を策

定します。 

 

 

 

３ 計画期間 

 

令和 8 年度から令和 17 年度までの 10 年間とします。 

  

第6次　高山村総合計画

第6次　高山村総合計画

高山村下水道事業経営戦略

計画期間　H29～R8年度 前期基本計画

計画期間　R2～R6年度

後期基本計画

高山村下水道ストックマネジメント

計画期間　R4～R8年度

水循環・資源循環のみち2022　構想
R4年度　策定

計画期間　R7～R11年度

高山村特定環境保全公共下水道事業計画変更

高山村下水道事業経営戦略(改訂版)

計画期間　R8～R17年度

高山村下水道広域化推進総合事業計画

R6年3月　策定

R6年7月　策定



 

6 

 

４ 経営戦略の事後検証 

  

本経営戦略で掲げた施策や取組を確実に実施していくため、目標の達成度や事業の進捗度

を評価し、取組方法を改善していくなどの進捗管理を行っていくことが必要です。 

 進捗管理は Plan（計画）、Do（実施）、Check（点検・評価）、Action（改善・見直し）、そして再度

Plan に戻るという PDCA サイクルの一連の流れにより行います。 

 この一連の流れにより、本経営戦略で掲げた各施策や取組について、目標に対する進捗状況

を把握するとともに、社会情勢や利用者ニーズの変化などの必要に応じ随時見直しを行います。 
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第３章 下水道事業の現状と課題 

 

１ 高山村下水道事業の概要 

高山村下水道事業は、特定環境保全公共下水道(*3)として、千曲川流域下水道（下流処理

区）(*1)関連の高山処理区と単独処理区の山田温泉処理区の 2 事業を、また、農業集落排水

事業(*4)として駒場地区、中山地区、牧地区、奥山田地区の 4 事業を行っており、現在の普及

率(*7)は 100.0%で、処理区面積は 244ha となっています。 

本村は、上信越高原国立公園内の松川渓谷とその扇状地に広がる人口 6,385 人（令和 7 年 3

月 31 日現在）の農山村で、信州高山温泉郷と呼ばれる温泉や、スキー場等の観光資源に恵ま

れているとともに、上信越自動車道須坂・長野東 I.C.から約 10km という利便性もあり、産業面か

らも期待されています。このため、生活様式の多様化及び近代化、社会経済の発展に伴う市街

化の促進は、本村の美しい景観の維持のために必要不可欠な公共用水域等(*5)の水質を悪化

させる要因となっています。 

このため高山村では、昭和 59 年に農業集落排水事業による整備について、高井東部地区に

おける事業着手を開始し、その後、4 地区の農業集落排水事業を段階的に進めました。 

一方、公共下水道については、長野県が進めた千曲川流域下水道事業として、平成 2 年度の

基本計画策定により流域関連公共下水道として計画がなされ、平成 4 年 8 月に事業認可を受

け、平成 6 年から順次供用を開始しました。平成 3 年には農業集落排水事業の高井東部地区 2

地区を特定環境保全公共下水道へ統合し、現在村内 4 地区で供用されています。 

また、単独処理区である山田温泉処理区については、平成 10 年 12 月に事業が認可され、平

成 13 年 4 月 1 日に山田温泉浄化センターの供用を開始しました。 
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２ 水洗化人口と有収水量 

 

特定環境保全公共下水道の対象区域内人口及び整備済人口(*6)は、令和 7 年 3 月末現

在で、ともに 4,259 人で普及率(*7)は 100.0%です。また、水洗化人口(*8)は 4,096 人、水洗

化率は 95.3%となっており、管渠整備はすべて完了しています。 

水洗化人口については、行政人口の減少はあるものの、普及促進や管渠整備推進により、

ほぼ横ばいであり、有収水量(*14)も一定量を維持しています。なお、大口使用者の動向は

年間使用水量への影響が大きいため、注視していく必要があります。 

一方、農業集落排水の処理区域内人口及び整備済人口は、令和 7 年 3 月末現在で、とも

に 2,012 人で普及率は 100.0%、また、水洗化人口は 1,915 人で水洗化率は 95.2%となってい

ます。対象地域は特定環境保全公共下水道エリアに比べ人口減少の影響を受けやすい地域

であるため、今後の人口動態を注視していく必要があります。 

長期的な推移としては、行政人口の減少や水洗化人口の高止まりを背景に、水洗化人口と

有収水量が減少に転じていくことが懸念されます。また、現在、生活排水処理がなされていな

い地域は、公共下水道並びに農業集落排水の整備完了区域内に存在しており、排水施設利

用(水洗化)の普及促進が課題となっています。 

 

有収水量と水洗化人口の推移 

R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 R17 R18

公共(特環) 379,579 369,934 368,041 369,785 382,502 377,892 373,558 442,884 436,398 431,122 425,941 518,934 511,016 504,515 498,014 492,954 484,636

農集 169,067 169,067 167,132 164,791 166,745 164,742 162,827 94,209 92,820 91,775 90,643 0 0 0 0 0 0

合計 548,646 539,001 535,173 534,576 549,247 542,634 536,384 537,094 529,218 522,897 516,584 518,934 511,016 504,515 498,014 492,954 484,636

公共(特環) 4,290 4,218 4,158 4,107 4,060 4,011 3,965 4,688 4,632 4,576 4,521 5,493 5,424 5,355 5,286 5,218 5,144

農集 2,008 1,972 1,972 1,934 1,915 1,892 1,870 1,079 1,066 1,054 1,041 0 0 0 0 0 0

合計 6,298 6,190 6,130 6,041 5,975 5,903 5,835 5,767 5,698 5,630 5,562 5,493 5,424 5,355 5,286 5,218 5,144

年度

有収水量

(㎥)

水洗化
人口

(人)
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３ 下水道の整備状況 

高山村の特定環境保全公共下水道は、千曲川をはじめとする公共用水域の水質汚濁の防

止や、快適で文化的な生活環境づくりを目的に策定された「信濃川流域別下水道整備総合計

画」に含まれる流域関連下水道であることから、事業開始以来、流域下水道の排除方式に準拠

し、分流式(*10)を採用しています。 

令和 4 年度には、将来の人口減少下においても生活排水処理事業を将来にわたって安定

的に維持継続させることを目的に、「高山村水循環・資源循環のみち 2022 構想」を長野県と共

同で策定しました。そして、汚泥の集約化や維持管理の効率化等を検討し、4 事業ある農業集

落排水と既事業計画区域に隣接する既存家屋等を特定環境保全公共下水道へ接続する計画

をしました。 

また、令和 6 年の事業計画の変更では、農業集落排水事業区域として整備が完了している

駒場地区（34.0ha）及び牧地区（18.0ha）並びに既事業計画区域に隣接する既存家屋等

（4.0ha）の併せて 56.0ha の区域拡大を行うとともに、事業期間の延伸として、4 ヶ年延伸（令和

6 年 3 月 31 日→令和 10 年 3 月 31 日）を行いました。この事業計画の変更では、上位計画で

ある千曲川流域下水道（下流処理区）の変更内容に沿った計画としています。 

令和 6 年度末時点での管渠延長は、特定環境保全公共下水道 57.9km、農業集落排水事業

36.9km の合計 94.8km です。投資と効果を検討しつつ未普及地域の整備を進める一方で、既

存施設の老朽化対策を実施し、適切な維持管理を行っていく必要があります。 

事業計画区域面積の推移 （下水道事業）　　事業計画区域面積の推移

特環 農集 合併浄化槽 特環 農集 合併浄化槽 特環 農集 合併浄化槽

129.0ha 129.0ha 129.0ha

22.0ha 22.0ha 22.0ha

20.0ha 20.0ha 20.0ha

駒場地区（現農集） 【H8年統合予定】 34.0ha 34.0ha 34.0ha

牧地区（現農集） 【H8年統合予定】 18.0ha 18.0ha 18.0ha

隣接既存区域 (合併浄化槽) 【H8年統合予定】 4.0ha 4.0ha 4.0ha

中山地区（現農集） 【H12年統合予定】 39.0ha 39.0ha 39.0ha

奥山田地区（現農集） 【H12年統合予定】 19.0ha 19.0ha 19.0ha

171.0ha 110.0ha 4.0ha 227.0ha 58.0ha 0.0ha 285.0ha 0.0ha 0.0ha

12.0ha 12.0ha 12.0ha

183.0ha 110.0ha 4.0ha 239.0ha 58.0ha 0.0ha 297.0ha 0.0ha 0.0ha

5.0ha 5.0ha 5.0ha

188.0ha 110.0ha 4.0ha 244.0ha 58.0ha 0.0ha 302.0ha 0.0ha 0.0ha合計

下水道事業処理区名称

計

小計

R13年度計画処理区面積

流
域
関
連
高
山
処
理
区

高
山
第
1
処
理
分
区

R6年度現在の処理区面積区域 R8年度計画処理区面積

山田温泉処理区

高井東部第1地区　(元農集)

高井東部第6地区　(元農集)

特定環境保全公共下水道

高山第2処理分区   日滝原工業団地
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４  災害・危機管理対策 

 

下水道は、市民の安全で清潔かつ快適な生活環境の確保のために不可欠なライフラインであ

り、地震や豪雨等の災害時においても機能確保が求められることから、災害に強い下水道整備

を推進する必要があります。 

地震災害対策としては、「上下水道耐震化計画」を令和 6 年度に策定し、重要施設の段階的・

計画的な耐震化工事等の地震対策を進めています。 

豪雨災害対策としては、下水道施設がこれまでに想定していない浸水被害や令和６年能登半

島地震被害から受けた視点を加え、国の方針に沿った災害対策、早期の復旧対策について検

討します。 

危機管理対策としては、災害時に迅速に被災箇所を特定し応急対策を行い、ライフラインとし

ての機能を確保するために、事業継続計画 BCP(*11)を確実に運用します。また、訓練等を反

映した見直しにより、危機管理体制の強化を図ります。 

 

５ 下水道事業の経営 

(1) 下水道使用料の概要、考え方 

高山村の下水道使用料は、特定環境保全公共下水道と農業集落排水事業で同じであり、水道

料金比例制※１、従量制※２かつ累進制※３の料金体系を採用しています。下水道使用料の算定方

法については、（基本料金＋超過料金）×1.1（消費税）で算定し、10 円未満は切り捨てとしてい

ます。 

請求月は奇数月の隔月となっており、5 月、7 月、9 月、11 月、1 月、3 月に上水道使用量に準

じて請求しています。特に家庭用、事業用等の区分は設けられていません。 

※１ 水道料金比例制：上水道の料金に一定の率を乗じた金額を下水道の使用料とする制度 

※２ 従量制：1 ㎥当たりの使用料を定め、利用者が排出する水量に応じて使用料を徴収する制度 

※３ 累進制：使用料の増加に応じて使用料金額が高くなる使用料体系 

 

 

 

 

区分 水量区分（1 ヵ月につき） 金額 

基本料金 8 ㎥まで 1,170 円 

超過料金 

（1 ㎥につき） 

8 ㎥を超え 20 ㎥まで 171 円 

20 ㎥を超え 50 ㎥まで 184 円 

50 ㎥を超える分 219 円 
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(2) 処理区内人口密度 

処理区域内人口密度は、処理区域面積に対する現在処理区域内人口の割合を表していま

す。処理区域内人口の増減により、処理区域内人口密度が変動します。  

処理区域内人口は緩やかな減少傾向にあり、それに伴い人口密度も緩やかな減少傾向では

ありますが、ほぼ横ばいです。 

 

(3) 経常収支  

経常収支比率(*29)は、経常費用(総費用)に対する経常収益(総収益)の割合を示します。 

 総収益、総費用、地方債償還金は、ともに令和 6 年度まで徐々に減少しています。経常収支比

率は、特環、農集とも 100%を超えていますが、企業会計に移行した令和 6 年度を見ても、使用

料以外の収入として、一般会計からの繰入金に大きく依存しており、経営改善を図る必要があり

ます。

 

単位 R4年度 R5年度 R6年度 類似団体

(人) 4,411 4,329 4,259

(ha) 188.0 188.0 188.0

(人／ha) 23.5 23.0 22.7 15.0

(人) 2,077 2,033 2,012

(ha) 110.0 110.0 110.0

(人／ha) 18.9 18.5 18.3 12.0

(人) 6,488 6,362 6,271

(ha) 298 298 298

(人／ha) 21.8 21.3 21.0

処理区域内人口

処理区域内面積

処理区域内人口密度

特環

農集

処理区域内人口

処理区域内面積

処理区域内人口密度

合計

処理区域内人口

処理区域内面積

処理区域内人口密度

単位 R4年度 R5年度 R6年度
類似団体
(R6年度)

(%) 110.7% 115.4% 102.0% 98.0%

(千円) 244,107 220,634 192,214

(千円) 220,431 191,209 188,537

(千円) 140,523 136,217 109,526

(%) 103.6% 130.2% 121.4% 100.1%

(千円) 103,116 81,696 67,335

(千円) 99,564 62,725 55,461

(千円) 46,189 39,905 31,783

(%) 108.5% 119.1% 106.4%

(千円) 347,223 302,330 259,549

(千円) 319,995 253,934 243,998

(千円) 186,712 176,122 141,309

地方債償還金

特環

農集

経常収支比率

総収益

総費用

経常収支比率

総収益

総費用

地方債償還金

合計

経常収支比率

総収益

総費用

地方債償還金
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(4) 使用料収入、汚水処理費、経費回収率 

経費回収率(*33)は、汚水処理費に対して使用料収入の割合を示し、使用料で回収すべき経

費を、どの程度使用料収入で賄えているかを表しています。  

汚水処理費が使用料収入を上回ると経費回収率は 100%を下回り、汚水処理費が使用料収入

を下回ると経費回収率は 100%を超えます。 

令和 6 年度に公営企業会計に移行した高山村の経費回収率は、103.7%と 100%を上回ってお

り、類似団体と比較してもやや高い水準にありますが、今後の物価上昇を考慮した維持管理経費

の増額は避けられないことから、使用料収入の増額が必要と判断されます。ただし、更新投資等

に充当する財源がある程度確保されていることを踏まえ、一般会計からの繰入金も考慮し、料金

改定の水準を検討していくことが必要です。 

維持管理経費削減を目的とした農業集落排水と公共下水道の統合と、接続率の向上による有

収水量の増加の取組みを進める中で、今後の汚水処理費や有収水量の経年変化を見ながら、

改定の有無について判断していきます。 

使用料収入、汚水処理費及び経費回収率の推移 

特定環境保全公共下水道事業        農業集落排水事業           特環+農集 

 
    使用料収入        汚水処理費          経費回収率 

0.0%

20.0%

40.0%

60.0%

80.0%

100.0%

120.0%

140.0%

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

80,000

R4年度 R5年度 R6年度
0.0%

20.0%

40.0%

60.0%

80.0%

100.0%

120.0%

140.0%

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

80,000

R4年度 R5年度 R6年度
0.0%

20.0%

40.0%

60.0%

80.0%

100.0%

120.0%

140.0%

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

R4年度 R5年度 R6年度

(千円) (千円) (千円)

単位 R4年度 R5年度 R6年度
類似団体
(R6年度)

(千円) 70,628 71,774 72,175

(千円) 70,276 59,280 68,394

(%) 100.5% 121.08% 105.53% 59.9%

(千円) 37,147 36,505 32,742

(千円) 32,750 27,515 32,752

(%) 113.4% 132.7% 100.0% 59.1%

(千円) 107,775 108,279 104,917

(千円) 103,026 86,795 101,146

(%) 104.6% 124.8% 103.7%

特環 汚水処理費

経費回収率

使用料収入

使用料収入

農集 汚水処理費

経費回収率

合計

使用料収入

汚水処理費

経費回収率
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(5) 施設利用率 

施設利用率(*27)は、一日に対応可能な処理能力に対する一日の平均処理水量の割合を示す

もので、施設の利用状況や適正規模を表し、一般的には、高い数値が望まれます。 

本村の施設利用率は、処理能力と平均処理能力はほぼ横ばいのため、利用率はほとんど変化

がありませんが、農業集落排水事業は、全国平均を若干上回っているものの、特定環境保全公

共下水道事業は流域下水道地区を除いた山田処理区のみのため、施設利用率は非常に少な

く、過大なスペックとなっています。主な要因は、宿泊施設の接続が少ないことに加え、温泉地区

のため定住人口が少なく、季節変動による観光客利用に依存していることにあります。 

施設の老朽化度合いを見据え、必要に応じて、近隣施設との統廃合を行うなど、将来の適切な

施設規模の維持について検討をしていく必要があります。 

   

処理能力、平均処理水量、施設利用率の推移 

特定環境保全公共下水道事業         農業集落排水事業           特環+農集 

 

 

    晴天時処理能力       晴天時処理水量           施設利用率 

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

R4年度 R5年度 R6年度
0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

R4年度 R5年度 R6年度
0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

R4年度 R5年度 R6年度

(m3/日) (m3/日) (m3/日)

単位 R4年度 R5年度 R6年度
類似団体
(R6年度)

(m3／日) 510 510 510

(m3／日) 39 39 29

(％) 7.6% 7.6% 5.7% 36.8%

(m3／日) 1,890 1,890 1,890

(m3／日) 1,052 1,050 1,050

(％) 55.7% 55.6% 55.6% 50.1%

(m3／日) 2,400 2,400 2,400

(m3／日) 1,091 1,089 1,079

(％) 45.5% 45.4% 45.0%

※　流域下水道を除く山田処理区のみ

施設利用率

合計

晴天時処理能力

晴天時平均処理水量

施設利用率

農集

晴天時処理能力

晴天時平均処理水量

施設利用率

特環※

晴天時処理能力

晴天時平均処理水量
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６  経営分析表に見る現状 

◆ 特定環境保全公共下水道事業(令和 6 年度決算)  
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◆ 農業集落排水事業(令和 6 年度決算)  

累積欠損金比率(*30)、流動比率(*31)、企業債残高対事業費規模費率(*32)、経費回収率(*33)、

汚水処理原価(*34)、有形固定資産減価償却率(*36)、管渠老朽化率(*37)、管渠改善率(*38) 
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◆ 特定環境保全公共下水道事業の経営分析 

1 経営の健全化・効率性について 
 経常収支比率が 100%を超え、累積欠損金比率がゼロであり、経費回収率が 100%を超えていることから、経営の健全

性は保たれていると考えられます。また、流動比率は 100%を上回っているため、短期的な債務に対する支払能力はあ

ると考えられます。 

企業債残高対事業規模比率も減少傾向にあることから企業債の償還は順調に進んでいると考えられます。汚水処理

原価については、法適用による見直しにより、前年度より増加しており、経費回収率も 100%を下回っており、100%に

近づけるよう、費用の抑制と収益の確保に努めていく必要があります。 

 また、今後は、維持管理費が増加することが見込まれますが、ストックマネジメント(*43)の推進等により、維持管

理費の平準化を図っていく必要があります。施設利用率は、千曲川流域下水道に接続し処理しているため、平均値を

大きく下回っています。水洗化率は、堅調に続伸していますが、下水道未接続者に対し接続を推奨するなど、引き続

き普及促進の取組に努めていくことが求められます。  

2 老朽化の状況について 
 有形固定資産減価償却率は、本年度から法適用し償却を開始したことから、平均を大きく下回っています。管渠に

ついては法定耐用年数を迎えている施設が少なく、管渠改善率は類似団体の平均値より低い状態にあります。特定環

境保全公共下水道事業の供用開始から 50 年を迎えるのは 19 年後であるため、30 年を経過した老朽化管渠について点

検調査後計画的に管更生を行っていきます。 

3 全体総括 
 現状は総じて健全経営を維持していますが、今後、人口減少による使用料収入の減少、老朽化の進んだ施設の更新

費用や修繕費用の増加が見込まれます。限りある財源の下、老朽化の進んだ施設はストックマネジメント計画に基づ

き計画的な点検・更新を行い、事業費の平準化・削減を図っていきます。千曲川流域下水道への接続による農業集落

排水事業と一体とした施設の統廃合を行い、施設運営の効率化を図り、一層の費用圧縮を図っていきます。 

 

◆ 農業集落排水事業の経営分析 

1 経営の健全化・効率性について 
 経常収支比率は 100%を超え、累積欠損金比率はゼロであり、経費回収率も類似団体平均値より高く 100%を維持して

いますが、流動比率は、100%を大きく下回っており、支払わなければいけない負債を賄えておらず、支払能力を高め

るための経営改善を図っていく必要があります。また、企業債残高対事業規模比率は平均を下回っているものの、企

業債償還の財源は、一般会計に依存していることから、使用料の改定を含め、経営改善を検討することが求められま

す。 

 汚水処理原価は平均値を下回っているので、引き続き効率的な維持管理を進め、費用の削減に努めます。施設利用

率は人口減少や節水機器の普及等社会情勢の変化により、計画と現状に乖離が発生し 55%台を推移しており、処理能

力に余剰が生じています。今後も農業集落排水の公共下水道との統合事業を実施し、施設の廃止による維持管理費の

効率化を進めます。また、水洗化率は増進し続けていますが、規模が小さく、人口変動の影響を受けやすいため、人

口の動向にも注視していく必要があります。  

2 老朽化の状況について 
 有形固定資産減価償却率は本年度から法適用し償却を開始したことから、平均を大きく下回っています。管渠につ

いては法定耐用年数を迎えていないため、管渠改善率もゼロとなっています。農業集落排水事業の供用開始から 50

年を迎えるのは 10 年後であるため、既設管渠の点検調査を行い、計画的な老朽化管渠の管更生工事を行っていきま

す。 

3 全体総括 
 現状は概ね健全経営を維持していますが、一般会計からの繰入金に依存していることが課題となっております。今

後、人口減少による使用料収入のさらなる減少、老朽化の進んだ施設の更新費用や修繕費用の増加が見込まれます。

令和 8 年度から令和 13 年度で農業集落排水の公共下水道事業への統合を進めており、更新を迎える処理場につい

て、公共下水道への統合実施後、廃止していきます。 
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７ 経営戦略の目標に対する検証 

 

特定環境保全 
公共下水道事業 

目標 

令和8年度 

 実績 
令和6年度 

決算 

結
果 検    証 

普及率 100 % 100 % 〇 目標値の 100%を維持しています。 

水洗化率 85.0 % 86.0 % 〇 概ね計画通りに進捗しています。今後も計画的に進めていきます。 

危機管理マニュアルの整備 村全域策定 村全域策定 〇 効果的で実践的なものとなるよう、随時見直しを行っています。 

業務継続計画の策定 村全域策定 村全域策定 〇 効果的で実践的なものとなるよう、随時見直しを行っています。 

災害時における体制 継続 継続 〇 今後も協力体制の維持強化に努めます。 

資金不足比率  (*40) 0.0 % 0.0 % 〇 資金不足は発生していません 

経常収支比率 100 %以上 100 % 〇 
100 %以上を維持していますが、今後も維持管理経費の削減など

効率的な経営に努めます。 

 

農業集落 
排水事業 

目標 

令和8年度 

 実績 
令和6年度 

決算 

結
果 検    証 

普及率 100 % 100 % 〇 目標値の 100%を維持しています。 

水洗化率 95.5 % 97.0 % 〇 概ね計画通りに進捗しています。今後も計画的に進めていきます。 

危機管理マニュアルの整備 村全域策定 村全域策定 〇 効果的で実践的なものとなるよう、随時見直しを行っています。 

業務継続計画の策定 村全域策定 村全域策定 〇 効果的で実践的なものとなるよう、随時見直しを行っています。 

災害時における体制 継続 継続 〇 今後も協力体制の維持強化に努めます。 

資金不足比率 0.0 % 0.0 % 〇 資金不足は発生していません 

経常収支比率 100 %以上 100 % 〇 
100 %以上を維持していますが、今後も維持管理経費の削減など

効率的な経営に努めます。 

 

８ 下水道事業の課題 

 

 (1) 老朽化設備の更新及び投資財源の確保 

農業集落排水事業は供用開始から 37 年が経過しており、老朽化の進んだ管渠が多いため、

管渠の点検を進めるとともに、管渠を含めた設備の長寿命化等について検討を進めていく必要

があります。また、特定環境保全公共下水道事業は供用開始から 31 年を経過し、管渠の更新時

期までは時間があるものの、地区によっては老朽化の進んだ管渠もあるため、農業集落排水事

業と同様に、管渠の点検を進めるとともに、管渠を含めた設備の長寿命化等について検討を進

めていく必要があります。 

 (2) 農業集落排水事業の統合推進 

効

果

的

で 

効

果

的

で 
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農業集落排水事業は、処理人口が少なく、維持管理が割高となることに加え、老朽化も進んで

いることから、今後の処理施設の更新等に関する費用が多く見込まれます。このため、千曲川流

域下水道下流処理区である特定環境保全公共下水道処理区への統合を進めています。平成 3

年度末において、農業集落排水事業のうち 2 処理区について特定環境保全公共下水道事業に

統合したところですが、残り 4 処理区についても引き続き統合を推進し、下水道事業全体の合

理化・効率化を図っていく必要があります。その際、農業集落排水事業で受領した補助金額の返

還を要さないように、適切な移管手法を検討・選択する必要があります。 

 

(3) 普及促進 

村民の総意によって築き上げてきた下水道の構築によって、確実に住環境は整っていますが、

水洗化率が 100%に達しておらず、下水道本来の目的である河川・用水の再生には支障が残っ

たままとなっています。住民の環境保全の意識をさらに高め、100%接続に向けた活動が必要で

す。現在、生活排水処理がなされていない地域は、特定環境保全公共下水道並びに農業集落

排水事業による整備完了区域内に存在しており、排水施設利用(水洗化)の普及促進が課題とな

っています。 

 

(4) 汚泥の利活用 

本村の生活排水から発生する汚泥（バイオマス）のうち、千曲川流域下水道では主に産業廃棄

物として県外のセメント工場（民間事業者）に搬出し、山田温泉浄化センターについては、民間事

業者による肥料の原料として処分しています。引き受けは有料であり、汚泥量の増加は大きな財

政負担となります。 

一方、農業集落排水事業の 4 処理場については、移動式脱水車により脱水汚泥として「高山

村地力増進施設」に搬入し、生ごみ牛糞とともに堆肥化していましたが、平成 23 年に発生した東

日本大震災の福島原発事故による放射能汚染問題の影響により、投入が中止されました。その

後、山田温泉浄化センターとともに民間事業者による肥料の原料として処分しています。 また、

し尿、浄化槽汚泥は、平成 23 年より「須高衛生センター」で前処理を行った後、下水道へ接続投

入しています。このように、東日本大震災による汚泥処理方法の変更などもあり、処分費用の増

加が課題となっています。 
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第 4 章  経営の基本方針及び施策 

 

１ 基本目標 

第 6 次高山村総合計画後期基本計画 

【基本目標 3】  「豊かな自然と共生する安全・快適なむら」 

 

２ 事業の適切なマネジメント 

 基本目標に基づき、今後推進していく経営の基本方針及び施策は次のとおりとします。 

(1) 施設の老朽化対策に向けた取組方針 

① 整備、維持管理、改築・更新の一体的推進 

老朽化等による破損から生じる路面陥没事故の発生予防を図るため、予防保全による下水道

施設・設備の長寿命化や、適切な維持管理を考慮したストックマネジメント計画により、計画的な

点検・調査に基づく修繕・改築等を実施し、ピークカットによる事業費の平準化・削減を目指しま

す。 

【活動指標】  

管
渠
施
設 

 

維
持
管
理 

主要な管渠施設については、下水の貯留、その他の要因により腐食

する恐れが大きく破損時の影響も大きいことから、マンホールからの管

渠内目視点検や管口テレビカメラ調査を実施します。 

1 回／ 

5 年以上 

その他の管渠施設については、重要度に応じて点検調査を実施しま

す。 

1 回／ 

5～15 年 

整
備
計
画 

当面、供用開始後 30 年を経過している主要管渠について、調査とその結果を踏ま

えた管更生工事を計画的に進めます。 

HPφ800mm Ⅼ≂ 100m、HPφ400mm Ⅼ≂ 620m (※HP:ヒューム管) 

 

処
理
場
・ポ
ン
プ
施
設 

維
持
管
理 

毎月目視点検を行い、設備の状態に応じて詳細な点検調査を実施し

ます。調査結果に基づき修繕・更新の必要性を検討し、ストックマネジメ

ント計画を見直します。 

1 回／ 

5～7 年 

整
備
計
画 

当面、耐用年数を経過している主要マンホールポンプについて、調査とその結果を

踏まえた更新工事を計画的に進めます。 

汚水ポンプ設備 2 基  
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② 下水道施設の資産管理 下水道 DX(*12)の取組 

下水道台帳システムへの維持管理情報の蓄積を行い、下水道施設の資産管理と維持管理の

連携による管理体制の一元化を行います。 

【活動指標】 下水道台帳システムの情報の充実・拡充  1 回／1 年 

 

③ 施設の適正な維持管理体制の構築 (下水道 DX の取組) 

日常的な維持管理に努め、ICT(情報通信技術)による「見える化」を図ることで、より適切

かつ効率的な維持管理体制を目指します。また、維持管理費の削減を図るため、施設の維持

管理に関する計画策定、組織の強化・効率化を行い、ストックマネジメント計画に反映して

いきます。 

【活動指標】  

・維持管理情報のデータ整備 ・維持管理体制の強化 ・維持管理情報の蓄積 

 

④ 下水道全国データベースの活用 (下水道 DX の取組) 

DX を支えるデータ活用として、下水道全国データベースを利用し、類似団体等と比較する

ことにより、本村の特徴（強み・弱み）を把握し、事業の効率化を目指します。 

【活動指標】 下水道全国データベースを活用 

 

（2） 生活排水処理施設の統合に向けた取組方針 

① 農業集落排水事業の統合 

農業集落排水区域は処理人口が少なく、維持管理が割高となっていることに加え、今後の

改築・更新に関する建設費等が発生することから、経営上有利となることを目的に、スケー

ルメリットを生かした整備手法である千曲川流域下水道下流処理区特環との統合を進めま

す。具体的には、農業集落排水処理区である駒場・牧地区を令和 9 年度に、さらには中山・

奥山田地区を令和 12 年度に順次統合します。 

【数値指標】       ［現況］    ［R9 年度末］ ［R13 年度末］ 

農業集落排水事業          4 地区  ⇒  2 地区  ⇒  0 地区 

 

（3） 危機管理の確立に向けた取組方針 

① 計画的な地震対策 

市民生活を守るため、「防災」及び「減災」の観点から重要な幹線の施工年度や工種・管

種・口径の整理を行い、「下水道長寿命化計画」に基づき管渠調査や修繕を行います。 

また、「防災」及び「減災」の観点から段階的・計画的な地震対策を行い、地震災害に強い

下水道を目指します。当面は、令和 6 年度に策定した「上下水道耐震化計画」に沿って事業

を進め、長期的目標としては主要な管渠、ポンプ場、処理場の耐震化率(*39)100%を目指し

ます。 
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② 危機管理体制の強化 

地震などの大規模自然災害や施設の老朽化などから発生する災害に対し、情報の収集や

想定される被害状況の把握、あるいは住民への周知等、生活に欠くことのできないライフ

ラインとしての機能を最低限確保するため、応急対策における迅速な対応と体制強化を図

ります。 

 

③ マニュアル整備と災害訓練 

現在運用している事業継続計画 BCP について、適切に見直しを行い、機能保全対策、災

害発生後の対策等についても、より実効性の高いものになるよう取組を強化します。 

 

(4) 下水道ＧＸ(*13)の取組 

① 発生汚泥バイオマス処理の集約 

農業集落排水事業 4 地区を千曲川流域下水道処理区へ統合することで、発生する汚泥を

一体的に処理し、処分費等の削減を目指します。 

 

② 資源の有効利用計画の検討 

下水道処理過程で発生する汚泥の資源化・エネルギー循環化に向けて、下水道汚泥のセ

メント原料化の他、リン回収・資源化など資源の有効利用を目指します。 

 

③ バイオマスエネルギーの活用 

下水汚泥を処理する過程で発生する消化ガス等のバイオマスエネルギーの有効利用を研

究します。 

 

④ 下水汚泥の緑農地利用の推進 

山田温泉浄化センターで発生する下水汚泥は、すでに肥料の原料として利用しています

が、資源循環を目的に生ごみや牛糞とともに堆肥化するなどさらなる利用促進について調

査研究を行います。 
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第５章 財政・投資計画 

 

 １ 投資・財政計画の留意点 

 

(1) 投資・財政計画の前提条件 

収益的収支は、令和 6 年度までの実績と令和 7 年度予算をもとに、将来の人口動態を考慮し

て算定しました。収益的支出は、現状の水準で推移することを前提に、人件費、維持管理費、委

託費、動力費等の物価上昇を反映させました。また、修繕費についてはオーバーホール等計画

的修繕と、緊急修繕について、実績をもとに金額を加算しています。 

資本的収支は、国庫補助事業について財政支援が継続することを前提としています。 

 

(2) 投資について 

① 投資の目標に関する事項 

財政状況に配慮しつつ、長寿命化等の必要な投資については、計画的な設備更新を行って

いきます。 

② 管渠、処理場等の建設更新に関する事項 

施設・経営両面から健全化を図るため、「下水道ストックマネジメント計画」に基づき施設の点

検を進め、新たな整備は行わず、既存施設の機能強化を行います。こうした前提を踏まえ、今

回の投資財政計画では、減価償却率や耐用年数に基づく老朽化施設について、所要の更新

費用を計画に見込みました。 

 ③ 広域化・共同化・最適化に関する事項 

農業集落排水事業については、令和 9 年度及び令和 12 年度を目途に、既設処理場を 2 箇

所ずつ廃止し、特定環境保全公共下水道への統合を進めるため、当該事業費について計画

に盛り込みました。 

④ 投資の平準化に関する事項 

特定の年度に投資が集中しないよう、複数年度に分散するなど投資の平準化に努めていま

す。 

⑤ 防災・減災対策に関する事項 

施設の耐震化推進に向けた調査費等に関する事業費について、計画に盛り込みました。 

 

(3) 財源について 

① 財源の目標に関する事項 

令和 6 年度までの実績をもとに、将来の人口動態を考慮して算定しました。主な収益的収入

は、使用料収入、他会計補助金及び長期前受金戻入です。 
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今後、行政人口の減少が予測されていることから、これに伴う使用料収入の減少は避けられな

いものと想定しています。一般会計の負担を抑制し、現在の水準を超えないよう財政運営に取り

組みます。 

 

② 使用料収入に関する事項 

使用料収入については、将来の人口推計や水洗化率により有収水量を算出し、直近の使用

料単価により算定します。使用料金改定については、今後の投資計画に応じて、企業債残高、

内部留保資金、経常収支比率を考慮した上で、見直しを行い、必要性や実施時期を慎重に判

断していきます。また、改定する場合は、使用者の理解を得るため、十分な説明を行います。 

令和 7 年度の使用料収入は、下水道事業全体で１億 300 万円を見込み、その後の農業集落

排水事業の統合や人口減少による減収、料金改定を考慮し、令和 18 年度では 9,400 万円を

想定しました。 

 

③ 資本的収支に関する事項 

令和 7 年度から令和 12 年度までの 6 箇年かけて実施する農業集落排水施設の公共下水道

統合事業統合整備事業については、総額 7 億 1,100 万円を予定しています。主な財源につい

ては、国の交付金、他会計補助金、企業債借入で、事業費の 2 分の 1 程度を国の財政支援と

して見込み、残額については企業債で計画しました。企業債の償還については償還期間 15

年、支払利息 2%、据置期間 3 年を見込み、償還期間を短くすることで、企業債残高の減少を

図ります。 

 

④ 一般会計繰入金に関する事項 

繰入金については、公営企業の原則である独立採算の考えの下、国が示す繰出基準に基づ

き、企業債の償還金に充てています。農業集落排水施設統合整備事業に伴う事業費について

も、国の繰出基準と国の交付税措置に基づき、使用料で賄えない支出を補填します。 

 

(4) 投資以外の経費について 

① 民間活力の活用に関する事項 

一定のサービス水準を確保し、人件費を削減するため、民間活力の導入として、下水道公

社への委託料を見込みました。 

② 維持管理費に関する事項 

職員給与、動力費、薬品費、修繕費、委託料などの経常経費については、令和 7 年度予算

をもとに年 2%の物価上昇率を見込みました。 
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２ 投資計画  

  法定耐用年数を超えている施設がないことから、当面は農業集落排水施設を特定環境保全公

共下水道に接続する事業を優先的に進めます。 

 

 

３ 財政計画  

  (1) 収益的収支 

経常収支比率は、一般会計からの繰入金により、今後 10 年間は 100%を維持しますが、財政運

営の健全化を継続するため、今後の料金改定について検討をしていく必要があります。 

 

収益的収支・収益的支出・経常収支比率の推移 

 

 

  

R6決算 R7予算 R8年度 R9年度 R10年度 R11年度 R12年度 R13年度 R14年度 R15年度 R16年度 R17年度 R18年度

0 206,858 105,600 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 205,400 105,400 0 0 0 0 0 0

マンホールポンプ他老朽施設更新工事 19,043 0 0 8,000 8,000 0 0 12,800 12,800 12,800 12,800 12,800 12,800

設計委託、流域負担金、その他 18,270 16,563 6,800 7,000 7,000 14,600 14,600 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200

37,313 223,421 112,400 15,000 15,000 220,000 120,000 20,000 20,000 20,000 20,000 20,000 20,000

(単位:千円)

合計　

農集の統合整備工事(駒場・牧地区)

農集の統合整備工事(中山・奥山田地区)

事業名

60.0%

70.0%

80.0%

90.0%

100.0%

110.0%

120.0%

100,000

150,000

200,000

250,000

300,000

収益的収入(千円) 収益的支出(千円) 経常収支比率(%)(千円)

R6決算 R7予算 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 R17 R18

249,881 243,914 260,267 267,576 243,701 244,555 249,806 252,968 242,672 243,630 244,407 243,153 245,280

230,621 242,217 247,403 266,136 242,441 243,171 248,743 251,268 240,546 241,388 242,010 240,961 242,940

108.4% 100.7% 105.2% 100.5% 100.5% 100.6% 100.4% 100.7% 100.9% 100.9% 101.0% 100.9% 101.0%

収益的収入(千円)

収益的支出(千円)

経常収支比率(%)

年度
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(2) 資金残高・企業債残高 

令和 6年度に公営企業会計に移行し、減価償却費による積み立てを開始したこと、また

統合整備事業に要する工事費に補助金と企業債を充当し、一般会計からの繰入金で補填

することから、資金残高は右肩上がりに推移する見込みです。 

一方、企業債残高は令和 10 年度まで償還が進むことから着実に減少しますが、令和 7

～8 年度に実施する統合整備事業に関わる企業債の償還が始まることから一旦上昇します

が、その後徐々に減少する見込みです。将来予定される処理場の更新や管渠更生工事に

見据えた事業計画を自己資金と企業債充当額のバランスを考慮した計画とし、企業債残

高の削減に努めていく必要があります。 

 

資金残高・企業債残高の推移 

 

 

４ 投資・財政計画表 

 

令和 8 年度から令和 18 年度までの投資・財政計画表について、次ページから示します。最初

に下水道事業全体の計画を示し、次に参考として特定環境公共下水道事業、農業集落排水事

業の計画を順に示します。 

 

R6決算 R7予算 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 R17 R18

95,077 148,641 234,881 310,620 386,449 462,872 540,997 625,483 689,942 754,846 820,165 885,511 951,365

523,047 522,596 480,677 414,775 363,539 416,384 429,334 409,491 394,037 374,005 350,379 325,455 299,050

年度

資金残高(千円)

企業債残高(千円)

0

200,000

400,000

600,000

800,000

1,000,000

R6決算R7予算 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 R17 R18

資金残高(千円) 企業債残高(千円)

(千円)
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年　　　　　　度 前年度 本年度

区　　　　　　分 （ 決 算 ） （ 予 算 ）

１． (A) 108,264 106,141 105,712 105,320 105,137 103,920 102,705 101,495 99,975 98,727 97,479 96,507 94,910
(1) 使用料 104,918 102,892 102,463 102,071 101,888 100,671 99,456 99,635 98,115 96,867 95,619 94,647 93,050
(2) (B) 受託工事 0 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1
(3) その他営収 3,346 3,248 3,248 3,248 3,248 3,248 3,248 1,859 1,859 1,859 1,859 1,859 1,859

脱水汚泥処理費 （1,235） （1,238） （1,238） （1,238） （1,238） （1,238） （1,238） （0） （0） （0） （0） （0） （0）
２． 141,617 137,773 154,555 162,256 138,564 140,635 147,101 151,473 142,697 144,903 146,928 146,646 150,370

(1) 92,820 95,533 94,515 93,197 91,124 90,695 91,361 90,835 90,075 90,286 90,314 90,034 89,758
収他会計補助 8,383 5,730 5,793 6,623 5,883 5,352 6,936 7,556 7,375 7,229 6,933 6,539 6,128
収その他 84,437 89,803 88,722 86,574 85,241 85,343 84,425 83,279 82,700 83,057 83,381 83,495 83,630

(2) 長前戻入 43,204 42,236 44,036 44,936 44,936 44,936 46,736 47,636 47,620 47,615 47,612 47,610 47,610
(3) 補填財源繰入金、返還金 5,593 4 16,004 24,123 2,504 5,004 9,004 13,002 5,002 7,002 9,002 9,002 13,002

(C) 249,881 243,914 260,267 267,576 243,701 244,555 249,806 252,968 242,672 243,630 244,407 243,153 245,280

１． 217,329 226,808 231,938 250,993 228,038 229,299 233,287 239,452 228,911 229,899 230,817 230,162 232,552
(1) 7,302 6,046 6,168 6,291 6,417 6,545 6,676 6,808 6,945 7,084 7,225 7,369 7,515

基本給 4,969 3,833 3,910 3,988 4,068 4,149 4,232 4,316 4,403 4,491 4,581 4,672 4,765
退職給付費 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
その他人件費 2,333 2,213 2,258 2,303 2,349 2,396 2,444 2,492 2,542 2,593 2,644 2,697 2,750

(2) 85,102 95,590 96,558 113,467 90,116 90,979 91,013 95,022 84,094 84,619 85,139 84,110 85,994
動力費 12,063 11,645 11,878 12,115 6,590 6,722 6,856 1,730 1,765 1,800 1,836 1,873 1,910
修繕費 7,796 7,133 7,276 7,421 4,908 5,006 5,106 1,064 1,085 1,107 1,129 1,152 1,175
材料費 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
流域負担金、資産減耗費他 65,243 76,812 77,404 93,931 78,618 79,251 79,051 92,228 81,244 81,712 82,174 81,085 82,909

(3) 減価償却費 124,925 125,172 129,212 131,235 131,505 131,775 135,598 137,622 137,872 138,196 138,453 138,683 139,043
２． 13,292 15,409 15,465 15,143 14,403 13,872 15,456 11,816 11,635 11,489 11,193 10,799 10,388

(1) 利息 8,826 6,889 6,945 6,623 5,883 5,352 6,936 7,556 7,375 7,229 6,933 6,539 6,128
(2) その他営外費 4,466 8,520 8,520 8,520 8,520 8,520 8,520 4,260 4,260 4,260 4,260 4,260 4,260

(D) 230,621 242,217 247,403 266,136 242,441 243,171 248,743 251,268 240,546 241,388 242,010 240,961 242,940
(E) 19,260 1,697 12,864 1,440 1,260 1,384 1,063 1,700 2,126 2,242 2,397 2,192 2,340
(F) 特利 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
(G) 特損 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
(H) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

19,260 1,697 12,864 1,440 1,260 1,384 1,063 1,700 2,126 2,242 2,397 2,192 2,340
(I) 19,260 20,957 14,561 14,304 2,700 2,644 2,447 2,763 3,826 4,368 4,639 4,589 4,532
(J) 95,077 148,641 234,881 310,620 386,449 462,872 540,997 625,483 689,942 754,846 820,165 885,511 951,365

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
(K) 159,840 333,072 204,919 83,902 69,236 275,355 165,250 52,643 48,254 52,832 56,426 57,724 59,205

122,527 109,651 92,519 68,902 54,236 55,355 45,250 32,643 28,254 32,832 36,426 37,724 39,205
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

37,313 223,421 112,400 15,000 15,000 220,000 120,000 20,000 20,000 20,000 20,000 20,000 20,000
( I )

(A)-(B)

(L) 19,430 79,321 0 0 6,735 15,722 25,519 0 0 0 0 0 0

(M) 108,264 106,140 105,711 105,319 105,136 103,919 102,704 101,494 99,974 98,726 97,478 96,506 94,909

（L）/（M）×100　(%) 17.9 74.7 0.0 0.0 6.4 15.1 24.8 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

(N) 19,430 79,321 0 0 6,735 15,722 25,519 0 0 0 0 0 0

(O) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(P) 108,264 106,140 105,711 105,319 105,136 103,919 102,704 101,494 99,974 98,726 97,478 96,506 94,909

（N）/（P）×100  (%) 17.9 74.7 0.0 0.0 6.4 15.1 24.8 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

0.0

収

益

的

収

支

収

益

的

収

入

営 業 収 益
料 金 収 入
受 託 工 事 収 益
そ の 他
（ 他 会 計 負 担 金 ）

営 業 外 収 益
補 助 金

収

益

的

支

出

営 業 費 用
職 員 給 与 費

基 本 給
退 職 給 付 費

そ の 他

他 会 計 補 助 金
そ の 他 補 助 金

長 期 前 受 金 戻 入
そ の 他

収 入 計

そ の 他
経 費

動 力 費
修 繕 費
材 料 費

流 動 資 産
う ち 未 収 金

減 価 償 却 費
営 業 外 費 用

支 払 利 息
そ の 他

支 出 計

特 別 損 益 (F)-(G)

当 年 度 純 利 益 （ 又 は 純 損 失 ） (E)+(H)

繰 越 利 益 剰 余 金 又 は 累 積 欠 損 金

健 全 化 法 第 22 条 に よ り 算 定 し た

資 金 不 足 比 率

0.00.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

健 全 化 法 施 行 規 則 第 ６ 条 に 規 定 す る

解 消 可 能 資 金 不 足 額

健 全 化 法 施 行 令 第 17 条 に よ り 算 定 し た

事 業 の 規 模

地 方 財 政 法 施 行 令 第 15 条 第 １ 項 に よ り 算 定 し た

資 金 の 不 足 額

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (A)-(B)

健 全 化 法 施 行 令 第 16 条 に よ り 算 定 し た

資 金 の 不 足 額

地 方 財 政 法 に よ る

資 金 不 足 の 比 率

R8年度

う ち 建 設 改 良 費 分
う ち 一 時 借 入 金
う ち 未 払 金

累 積 欠 損 金 比 率 （ ×100 ）

流 動 負 債

経 常 損 益 (C)-(D)

特 別 利 益
特 別 損 失

R9年度 R10年度 R11年度 R12年度 R13年度 R14年度 R15年度 R16年度 R17年度 R18年度

投資・財政計画（特環+農集 収益的収支）
様式第2号（法適用企業・収益的収支）（下水道事業）
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年　　　　　度 前年度 本年度

区　　　　　分 （ 決 算 ） （ 予 算 ）

１． 企業債 10,100 109,200 50,600 3,000 3,000 108,200 58,200 12,800 12,800 12,800 12,800 12,800 12,800

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

２． 資他会計出資 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

３． 資他会計補助 105,733 92,803 92,519 68,902 54,236 55,355 45,250 32,643 28,254 32,832 36,426 37,724 39,205

４． 資他会計負担 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

５． 資他会計借入 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

６． 国補 0 100,000 50,000 0 0 100,000 50,000 0 0 0 0 0 0

７． 固資売却 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

８． 工事負担 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

９． その他資収入 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(A) 115,833 302,003 193,119 71,902 57,236 263,555 153,450 45,443 41,054 45,632 49,226 50,524 52,005

(B) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(A)-(B) (C) 115,833 302,003 193,119 71,902 57,236 263,555 153,450 45,443 41,054 45,632 49,226 50,524 52,005

１． 建設改良費 37,313 223,421 112,400 15,000 15,000 220,000 120,000 20,000 20,000 20,000 20,000 20,000 20,000

建設人件費 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

２． 元金償還 122,527 109,651 92,519 68,902 54,236 55,355 45,250 32,643 28,254 32,832 36,426 37,724 39,205

３． 他会計返還 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

４． 他会計支出 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

５． その他資支出 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(D) 159,840 333,072 204,919 83,902 69,236 275,355 165,250 52,643 48,254 52,832 56,426 57,724 59,205

(E) 44,007 31,069 11,800 12,000 12,000 11,800 11,800 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200

１． 44,007 31,069 11,800 12,000 12,000 11,800 11,800 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200

２． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

３． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

４． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(F) 44,007 31,069 11,800 12,000 12,000 11,800 11,800 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(G) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(H) 523,047 522,596 480,677 414,775 363,539 416,384 429,334 409,491 394,037 374,005 350,379 325,455 299,050

○他会計繰入金

年　　　　　度 前年度 本年度

区　　　　　分 （ 決 算 ） （ 予 算 ）

94,055 159,089 174,938 205,128 180,103 182,276 186,024 187,114 177,775 180,343 182,695 182,529 186,388

9,618 69,286 70,216 94,435 92,362 91,933 92,599 90,835 90,075 90,286 90,314 90,034 89,758

84,437 89,803 104,722 110,693 87,741 90,343 93,425 96,279 87,700 90,057 92,381 92,495 96,630

105,733 92,803 92,519 68,902 54,236 55,355 45,250 32,643 28,254 32,832 36,426 37,724 39,205

105,733 92,803 92,519 68,902 54,236 55,355 45,250 32,643 28,254 32,832 36,426 37,724 39,205

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

199,788 251,892 267,457 274,030 234,339 237,631 231,274 219,757 206,029 213,175 219,121 220,253 225,593

R12年度

固 定 資 産 売 却 代 金

R18年度

R18年度

そ の 他

R14年度 R15年度 R16年度 R17年度

企 業 債

う ち 資 本 費 平 準 化 債

他 会 計 出 資 金

他 会 計 補 助 金

R8年度 R9年度 R10年度 R11年度

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

合　　　　　　　　　　　計

R13年度

他 会 計 負 担 金

(A)のうち翌年度へ繰り越さ

れる支出の財源充当額

純 計

資

本

的

支

出

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

企 業 債 償 還 金

他 会 計 長 期 借 入 返 還 金

他 会 計 へ の 支 出 金

そ の 他

資

本

的

収

入

計

資

本

的

収

支

補 塡 財 源 不 足 額 (E)-(F)

他 会 計 借 入 金 残 高

工 事 負 担 金

計

他 会 計 借 入 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

企 業 債 残 高

資本的収入額が資本的支出額に

不足する額     　　    (D)-(C)

補

填

財

源

損 益 勘 定 留 保 資 金

利 益 剰 余 金 処 分 額

繰 越 工 事 資 金

そ の 他

計

R17年度

収 益 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

資 本 的 収 支 分

R10年度 R11年度 R12年度 R13年度 R14年度 R15年度R9年度R8年度 R16年度

様式第2号（法適用企業・資本的収支）（下水道事業）
投資・財政計画（特環+農集 資本的収支）
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年　　　　　　度 前年度 本年度

区　　　　　　分 （ 決 算 ） （ 予 算 ）

１． (A) 74,278 73,376 72,350 85,432 85,648 84,635 83,641 101,495 99,975 98,727 97,479 96,507 94,910
(1) 使用料 72,175 71,516 70,490 83,572 83,788 82,775 81,781 99,635 98,115 96,867 95,619 94,647 93,050
(2) (B) 受託工事 0 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1
(3) その他営収 2,103 1,859 1,859 1,859 1,859 1,859 1,859 1,859 1,859 1,859 1,859 1,859 1,859

　（0） 　（0） 　（0） 　（0） 　（0） 　（0） 　（0） 　（0） 　（0） 　（0） 　（0） 　（0） 　（0）
２． 108,269 99,305 118,689 144,214 128,809 130,990 137,522 151,473 142,697 144,903 146,928 146,646 150,370

(1) 69,949 66,592 68,176 92,801 90,896 90,577 91,309 90,835 90,075 90,286 90,314 90,034 89,758
収他会計負担金 5,986 4,274 4,991 6,227 5,655 5,234 6,884 7,556 7,375 7,229 6,933 6,539 6,128
収その他繰入金 63,963 62,318 63,185 86,574 85,241 85,343 84,425 83,279 82,700 83,057 83,381 83,495 83,630

(2) 長前戻入 32,727 32,711 34,511 35,411 35,411 35,411 37,211 47,636 47,620 47,615 47,612 47,610 47,610
(3) 補填財源繰入金、返還金 5,593 2 16,002 16,002 2,502 5,002 9,002 13,002 5,002 7,002 9,002 9,002 13,002

(C) 182,547 172,681 191,039 229,646 214,457 215,625 221,163 252,968 242,672 243,630 244,407 243,153 245,280
１． 165,844 175,998 180,227 198,483 192,734 193,524 197,037 239,452 228,911 229,899 230,817 230,162 232,552

(1) 7,302 6,046 6,168 6,291 6,417 6,545 6,676 6,808 6,945 7,084 7,225 7,369 7,515
基本給 4,969 3,833 3,910 3,988 4,068 4,149 4,232 4,316 4,403 4,491 4,581 4,672 4,765
退職給付費 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
その他人件費 2,333 2,213 2,258 2,303 2,349 2,396 2,444 2,492 2,542 2,593 2,644 2,697 2,750

(2) 49,403 60,566 60,938 77,138 71,083 71,565 71,210 95,022 84,094 84,619 85,139 84,110 85,994
動力費 1,583 1,536 1,567 1,598 1,630 1,663 1,696 1,730 1,765 1,800 1,836 1,873 1,910
修繕費 472 945 964 983 1,003 1,023 1,043 1,064 1,085 1,107 1,129 1,152 1,175
材料費 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

47,348 58,085 58,407 74,557 68,450 68,879 68,471 92,228 81,244 81,712 82,174 81,085 82,909
(3) 減価償却費 109,139 109,386 113,121 115,054 115,234 115,414 119,151 137,622 137,872 138,196 138,453 138,683 139,043

２． 11,113 9,693 10,403 10,487 9,915 9,494 11,144 11,816 11,635 11,489 11,193 10,799 10,388
(1) 利息 6,647 5,433 6,143 6,227 5,655 5,234 6,884 7,556 7,375 7,229 6,933 6,539 6,128
(2) その他営外費 4,466 4,260 4,260 4,260 4,260 4,260 4,260 4,260 4,260 4,260 4,260 4,260 4,260

(D) 176,957 185,691 190,630 208,970 202,649 203,018 208,181 251,268 240,546 241,388 242,010 240,961 242,940

(E) 5,590 △ 13,010 409 20,676 11,808 12,607 12,982 1,700 2,126 2,242 2,397 2,192 2,340

(F) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
(G) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
(H) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

5,590 △ 13,010 409 20,676 11,808 12,607 12,982 1,700 2,126 2,242 2,397 2,192 2,340

(I) 5,590 △ 7,420 △ 12,601 21,085 32,484 24,415 25,589 14,682 3,826 4,368 4,639 4,589 4,532
(J) 99,334 138,015 210,234 303,553 388,184 473,794 561,716 625,483 689,942 754,846 820,165 885,511 951,365

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
(K) 115,062 296,502 177,539 66,676 56,301 263,942 156,880 52,643 48,254 52,832 56,426 57,724 59,205

92,922 79,166 70,139 56,676 46,301 48,742 41,680 32,643 28,254 32,832 36,426 37,724 39,205
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

22,140 217,336 107,400 10,000 10,000 215,200 115,200 20,000 20,000 20,000 20,000 20,000 20,000
( I )

(A)-(B)

(L) 0 79,321 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(M) 74,278 73,375 72,349 85,431 85,647 84,634 83,640 101,494 99,974 98,726 97,478 96,506 94,909

（L）/（M）×100　(%) 0 108 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(N) 0 79,321 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(O) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(P) 74,278 73,375 72,349 85,431 85,647 84,634 83,640 101,494 99,974 98,726 97,478 96,506 94,909

（N）/（P）×100  (%) 0 108 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0.0

R8年度 R9年度 R10年度 R11年度 R12年度 R13年度 R14年度 R15年度 R16年度 R18年度R17年度

0.0 0.0 0.0 0.0

収

益

的

収

支

収

益

的

収

入

営 業 収 益
料 金 収 入
受 託 工 事 収 益
そ の 他
（ 他 会 計 負 担 金 ）

営 業 外 収 益
補 助 金

他 会 計 補 助 金
そ の 他 補 助 金

長 期 前 受 金 戻 入
そ の 他

収 入 計

経 常 損 益 (C)-(D)

そ の 他

収

益

的

支

出

営 業 費 用
職 員 給 与 費

基 本 給
退 職 給 付 費

減 価 償 却 費
営 業 外 費 用

支 払 利 息
そ の 他

支 出 計

そ の 他
経 費

動 力 費
修 繕 費
材 料 費

う ち 一 時 借 入 金

特 別 利 益
特 別 損 失
特 別 損 益 (F)-(G)

当 年 度 純 利 益 （ 又 は 純 損 失 ） (E)+(H)

繰 越 利 益 剰 余 金 又 は 累 積 欠 損 金
流 動 資 産

う ち 未 収 金
流 動 負 債

う ち 建 設 改 良 費 分

う ち 未 払 金

累 積 欠 損 金 比 率 （ ×100 ） 0.0 0.0 0.0

健 全 化 法 施 行 令 第 16 条 に よ り 算 定 し た

資 金 の 不 足 額

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (A)-(B)

△ 6.6 0.0 0.0△ 4.3

地 方 財 政 法 施 行 令 第 15 条 第 １ 項 に よ り 算 定 し た

資 金 の 不 足 額

健 全 化 法 施 行 規 則 第 ６ 条 に 規 定 す る

解 消 可 能 資 金 不 足 額

健 全 化 法 施 行 令 第 17 条 に よ り 算 定 し た

事 業 の 規 模

0.0

地 方 財 政 法 に よ る

資 金 不 足 の 比 率

健 全 化 法 第 22 条 に よ り 算 定 し た

資 金 不 足 比 率

投資・財政計画（特環・収益的収支）
様式第2号（法適用企業・収益的収支）（下水道事業）
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年　　　　　度 前年度 本年度

区　　　　　分 （ 決 算 ） （ 予 算 ）

１． 企業債 10,100 109,200 50,600 3,000 3,000 108,200 58,200 12,800 12,800 12,800 12,800 12,800 12,800

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

２． 資他会計出資 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

３． 資他会計補助 76,128 62,318 70,139 56,676 46,301 48,742 41,680 32,643 28,254 32,832 36,426 37,724 39,205

４． 資他会計負担 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

５． 資他会計借入 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

６． 国補 0 100,000 50,000 0 0 100,000 50,000 0 0 0 0 0 0

７． 固資売却 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

８． 工事負担 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

９． その他資収入 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(A) 86,228 271,518 170,739 59,676 49,301 256,942 149,880 45,443 41,054 45,632 49,226 50,524 52,005

(B) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(A)-(B) (C) 86,228 271,518 170,739 59,676 49,301 256,942 149,880 45,443 41,054 45,632 49,226 50,524 52,005

１． 建設改良費 22,140 217,336 107,400 10,000 10,000 215,200 115,200 20,000 20,000 20,000 20,000 20,000 20,000

建設人件費 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

２． 元金償還 92,922 79,166 70,139 56,676 46,301 48,742 41,680 32,643 28,254 32,832 36,426 37,724 39,205

３． 他会計返還 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

４． 他会計支出 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

５． その他資支出 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(D) 115,062 296,502 177,539 66,676 56,301 263,942 156,880 52,643 48,254 52,832 56,426 57,724 59,205

(E) 28,834 24,984 6,800 7,000 7,000 7,000 7,000 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200

１． 28,834 24,984 6,800 7,000 7,000 7,000 7,000 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200

２． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

３． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

４． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(F) 28,834 24,984 6,800 7,000 7,000 7,000 7,000 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(G) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(H) 433,505 463,539 444,000 390,324 347,023 406,481 423,001 409,491 394,037 374,005 350,379 325,455 299,050

○他会計繰入金

年　　　　　度 前年度 本年度

区　　　　　分 （ 決 算 ） （ 予 算 ）

69,949 128,910 147,361 195,375 178,637 180,920 184,734 187,114 177,775 180,343 182,695 182,529 186,388

5,986 66,592 68,176 92,801 90,896 90,577 91,309 90,835 90,075 90,286 90,314 90,034 89,758

63,963 62,318 79,185 102,574 87,741 90,343 93,425 96,279 87,700 90,057 92,381 92,495 96,630

76,128 62,318 70,139 56,676 46,301 48,742 41,680 32,643 28,254 32,832 36,426 37,724 39,205

76,128 62,318 70,139 56,676 46,301 48,742 41,680 32,643 28,254 32,832 36,426 37,724 39,205

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

146,077 191,228 217,500 252,051 224,938 229,662 226,414 219,757 206,029 213,175 219,121 220,253 225,593

R18年度

資

本

的

収

支

資

本

的

収

入

企 業 債

う ち 資 本 費 平 準 化 債

他 会 計 出 資 金

R8年度 R9年度 R10年度 R11年度 R12年度 R13年度

工 事 負 担 金

R14年度 R15年度 R16年度 R17年度

他 会 計 補 助 金

他 会 計 負 担 金

他 会 計 借 入 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

固 定 資 産 売 却 代 金

そ の 他

計

(A)のうち翌年度へ繰り越さ

れる支出の財源充当額

純 計

資

本

的

支

出

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

企 業 債 償 還 金

他 会 計 長 期 借 入 返 還 金

他 会 計 へ の 支 出 金

そ の 他

計

資本的収入額が資本的支出額に

不足する額     　　    (D)-(C)

補

填

財

源

損 益 勘 定 留 保 資 金

利 益 剰 余 金 処 分 額

繰 越 工 事 資 金

そ の 他

計

補 塡 財 源 不 足 額 (E)-(F)

他 会 計 借 入 金 残 高

企 業 債 残 高

R8年度 R17年度 R18年度

収 益 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

R10年度 R11年度 R12年度 R13年度 R14年度 R15年度R9年度

資 本 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

合　　　　　　　　　　　計

R16年度

様式第2号（法適用企業・資本的収支）（下水道事業）
投資・財政計画（特環・資本的収支）
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年　　　　　　度 前年度 本年度

区　　　　　　分 （ 決 算 ） （ 予 算 ）

1 (A) 33,986 32,765 33,362 19,888 19,489 19,285 19,064 0 0 0 0 0 0
(1) 使用料 32,743 31,376 31,973 18,499 18,100 17,896 17,675 0 0 0 0 0 0
(2) (B) 受託工事 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
(3) その他営収 1,243 1,389 1,389 1,389 1,389 1,389 1,389 0 0 0 0 0 0

脱水汚泥処理費 　（1,235） 　（1,238） 　（1,238） 　（1,238） 　（1,238） 　（1,238） 　（1,238） 　（0） 　（0） 　（0） 　（0） 　（0） 　（0）
２． 33,348 38,468 35,866 18,042 9,755 9,645 9,579 0 0 0 0 0 0

(1) 22,871 28,941 26,339 396 228 118 52 0 0 0 0 0 0
収他会計補助 2,397 1,456 802 396 228 118 52 0 0 0 0 0 0
収その他補助 20,474 27,485 25,537 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(2) 長前戻入 10,477 9,525 9,525 9,525 9,525 9,525 9,525 0 0 0 0 0 0
(3) 補填財源繰入金、返還金 0 2 2 8,121 2 2 2 0 0 0 0 0 0

(C) 67,334 71,233 69,228 37,930 29,244 28,930 28,643 0 0 0 0 0 0
１． 51,485 50,810 51,711 52,510 35,304 35,775 36,250 0 0 0 0 0 0

(1) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
基本給 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
退職給付費 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
その他人件費 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(2) 35,699 35,024 35,620 36,329 19,033 19,414 19,803 0 0 0 0 0 0
動力費 10,480 10,109 10,311 10,517 4,960 5,059 5,160 0 0 0 0 0 0
修繕費 7,324 6,188 6,312 6,438 3,905 3,983 4,063 0 0 0 0 0 0
材料費 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

17,895 18,727 18,997 19,374 10,168 10,372 10,580 0 0 0 0 0 0
(3) 減価償却費 15,786 15,786 16,091 16,181 16,271 16,361 16,447 0 0 0 0 0 0

２． 2,179 5,716 5,062 4,656 4,488 4,378 4,312 0 0 0 0 0 0
(1) 利息 2,179 1,456 802 396 228 118 52 0 0 0 0 0 0
(2) その他営外費 0 4,260 4,260 4,260 4,260 4,260 4,260 0 0 0 0 0 0

(D) 53,664 56,526 56,773 57,166 39,792 40,153 40,562 0 0 0 0 0 0
(E) 13,670 14,707 12,455 △ 19,236 △ 10,548 △ 11,223 △ 11,919 0 0 0 0 0 0
(F) 一般会計基金繰入 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
(G) 特損 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
(H) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

13,670 14,707 12,455 △ 19,236 △ 10,548 △ 11,223 △ 11,919 0 0 0 0 0 0
(I) 13,670 28,377 27,162 △ 6,781 △ 29,784 △ 21,771 △ 23,142 0 0 0 0 0 0
(J) △ 4,257 10,626 24,647 7,067 △ 1,735 △ 10,922 △ 20,719 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
(K) 44,778 36,570 27,380 17,226 12,935 11,413 8,370 0 0 0 0 0 0

29,605 30,485 22,380 12,226 7,935 6,613 3,570 0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

15,173 6,085 5,000 5,000 5,000 4,800 4,800 0 0 0 0 0 0
( I )

(A)-(B)

(L) 19,430 0 0 0 6,735 15,722 25,519 0 0 0 0 0 0

(M) 33,986 32,765 33,362 19,888 19,489 19,285 19,064 0 0 0 0 0 0

（L）/（M）×101　(%) 57.2 0 0 0 35 82 134 0 0 0 0 0 0

(N) 19,430 0 0 0 6,735 15,722 25,519 0 0 0 0 0 0

(O) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(P) 33,986 32,765 33,362 19,888 19,489 19,285 19,064 0 0 0 0 0 0

（N）/（P）×100  (%) 57.2 0 0 0 35 82 134 0 0 0 0 0 0

健 全 化 法 施 行 令 第 16 条 に よ り 算 定 し た

資 金 の 不 足 額
健 全 化 法 施 行 規 則 第 ６ 条 に 規 定 す る

解 消 可 能 資 金 不 足 額

健 全 化 法 施 行 令 第 17 条 に よ り 算 定 し た

事 業 の 規 模

地 方 財 政 法 に よ る

資 金 不 足 の 比 率

健 全 化 法 第 22 条 に よ り 算 定 し た

資 金 不 足 比 率

△ 101.8 △ 75.3 △ 80.8 0.00.0

地 方 財 政 法 施 行 令 第 15 条 第 １ 項 に よ り 算 定 し た

資 金 の 不 足 額

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (A)-(B)

0.0 △ 17.9

う ち 未 払 金

累 積 欠 損 金 比 率 （ ×100 ） 0.0

う ち 一 時 借 入 金

特 別 利 益
特 別 損 失
特 別 損 益 (F)-(G)

当 年 度 純 利 益 （ 又 は 純 損 失 ） (E)+(H)

繰 越 利 益 剰 余 金 又 は 累 積 欠 損 金
流 動 資 産

う ち 未 収 金
流 動 負 債

う ち 建 設 改 良 費 分

そ の 他

収

益

的

支

出

営 業 費 用
職 員 給 与 費

基 本 給
退 職 給 付 費

減 価 償 却 費
営 業 外 費 用

支 払 利 息
そ の 他

支 出 計

そ の 他
経 費

動 力 費
修 繕 費
材 料 費

収

益

的

収

支

収

益

的

収

入

営 業 収 益
料 金 収 入
受 託 工 事 収 益
そ の 他
（ 他 会 計 負 担 金 ）

営 業 外 収 益
補 助 金

他 会 計 補 助 金
そ の 他 補 助 金

長 期 前 受 金 戻 入
そ の 他

収 入 計

経 常 損 益 (C)-(D)

R8年度 R9年度 R10年度 R11年度 R12年度 R18年度

0.0

R13年度 R14年度 R15年度 R16年度 R17年度

0.00.0 0.0 0.0

投資・財政計画（農集・収益的収支）
様式第2号（法適用企業・収益的収支）（下水道事業）
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年　　　　　度 前年度 本年度

区　　　　　分 （ 決 算 ） （ 予 算 ）

１． 企業債 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

２． 資他会計出資 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

３． 資他会計補助 29,605 30,485 22,380 12,226 7,935 6,613 3,570 0 0 0 0 0 0

４． 資他会計負担 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

５． 資他会計借入 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

６． 国補 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

７． 固資売却 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

８． 工事負担 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

９． その他資収入 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(A) 29,605 30,485 22,380 12,226 7,935 6,613 3,570 0 0 0 0 0 0

(B) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(A)-(B) (C) 29,605 30,485 22,380 12,226 7,935 6,613 3,570 0 0 0 0 0 0

１． 建設改良費 15,173 6,085 5,000 5,000 5,000 4,800 4,800 0 0 0 0 0 0

建設人件費 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

２． 元金償還 29,605 30,485 22,380 12,226 7,935 6,613 3,570 0 0 0 0 0 0

３． 他会計返還 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

４． 他会計支出 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

５． その他資支出 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(D) 44,778 36,570 27,380 17,226 12,935 11,413 8,370 0 0 0 0 0 0

(E) 15,173 6,085 5,000 5,000 5,000 4,800 4,800 0 0 0 0 0 0

１． 15,173 6,085 5,000 5,000 5,000 4,800 4,800 0 0 0 0 0 0

２． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

３． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

４． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(F) 15,173 6,085 5,000 5,000 5,000 4,800 4,800 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(G) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(H) 89,542 59,057 36,677 24,451 16,516 9,903 6,333 0 0 0 0 0 0

○他会計繰入金

年　　　　　度 前年度 本年度

区　　　　　分 （ 決 算 ） （ 予 算 ）

24,106 30,179 27,577 9,753 1,466 1,356 1,290 0 0 0 0 0 0

3,632 2,694 2,040 1,634 1,466 1,356 1,290 0 0 0 0 0 0

20,474 27,485 25,537 8,119 0 0 0 0 0 0 0 0 0

29,605 30,485 22,380 12,226 7,935 6,613 3,570 0 0 0 0 0 0

29,605 30,485 22,380 12,226 7,935 6,613 3,570 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

53,711 60,664 49,957 21,979 9,401 7,969 4,860 0 0 0 0 0 0

R17年度

収 益 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

資 本 的 収 支 分

R10年度 R11年度 R12年度 R13年度 R14年度 R15年度R9年度R8年度 R16年度

企 業 債 残 高

資本的収入額が資本的支出額に

不足する額     　　    (D)-(C)

補

填

財

源

損 益 勘 定 留 保 資 金

利 益 剰 余 金 処 分 額

繰 越 工 事 資 金

そ の 他

計

計

資

本

的

収

支

補 塡 財 源 不 足 額 (E)-(F)

他 会 計 借 入 金 残 高

工 事 負 担 金

計

他 会 計 借 入 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

R11年度

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

合　　　　　　　　　　　計

R13年度

他 会 計 負 担 金

(A)のうち翌年度へ繰り越さ

れる支出の財源充当額

純 計

資

本

的

支

出

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

企 業 債 償 還 金

他 会 計 長 期 借 入 返 還 金

他 会 計 へ の 支 出 金

そ の 他

資

本

的

収

入

R12年度

固 定 資 産 売 却 代 金

R18年度

R18年度

そ の 他

R14年度 R15年度 R16年度 R17年度

企 業 債

う ち 資 本 費 平 準 化 債

他 会 計 出 資 金

他 会 計 補 助 金

R8年度 R9年度 R10年度

様式第2号（法適用企業・資本的収支）（下水道事業）
投資・財政計画（農集・資本的収支）
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第６章  効率化・経営健全化への取組 

 

１ 効率化・経営健全化に向けた具体的取組 

今後のさらなる高齢化や人口減少下での経営を考えた場合、これまで以上に効率的かつ計画

的な経営が求められ、将来にわたって持続可能な健全経営を検討していく必要があります。この

ため、「経営状況を的確に把握し、住民にその状況を開示」、「最小限の経費で最良のサービス

を提供」、「収入の確保並びに最大化」、「維持管理費の抑制」、「自然環境に配慮した適正な汚

水処理を持続」を健全経営に向けた方針として、以下のとおり具体的に取り組みます。 

 

(1) 施設・設備等の維持管理・更新に関する取組 

維持管理費が年々拡大傾向となっていることに加え、起債の返済が継続することから、し

ばらくは厳しい経営状況が予想されます。将来の大幅な維持管理費の上昇を抑えるため、

計画的に施設の延命化を図ります。そのために、施設や管渠等のストックマネジメント計画

に沿った調査・検討、修繕・更新を実施します。 

 

(2) 農業集落排水事業における最適化の取組み 

農業集落排水事業は供用開始から 37 年経過している施設もあり、改築・更新が必要な時

期を迎えようとしています。また、処理場の数が 4 か所あり、その改築・更新・維持管理に要

する費用は大きくなります。一方、公共下水道の流入先である千曲川流域処理施設は、人

口減少や節水思考の高まりにより、処理能力に余裕が生じている処理場となっています。こ

うした状況を踏まえ、農業集落排水事業の維持管理の質を確保しつつ費用の削減を図るた

め、統合による処理施設の最適化を進めていきます。具体的には、現在あるすべてのエリア

について、令和 7 年度から令和 12 年度を目標に順次公共下水道へ統合し、経営の健全

化を推進します。 

 

(3) 組織、人材、定員に関する取組 

建設・整備から長寿命化を意識した維持管理へ主体が移行していくことから、事業規模や

業務内容の把握に努め、組織形態、職員数、業務量の整合性を図るとともに、効果的な民

間委託の活用も検討していきます。 

 

(4) 普及促進、使用料収入確保への取組 

特定環境保全公共下水道事業の水洗化率は 95.3%で、未接続世帯は高齢者世帯が中心

となっていることから水洗化の伸びは難しく、また、農業集落排水事業の水洗化率は 95.2%

であり、事業の特性上大口使用者は見込めないことから、下水道使用料の大幅な伸びは期

待できません。このため、経営改善の観点から、水洗化の促進として排水設備等改造資金
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の融資及び予備利子補給等の充実の検討を進めるとともに、収納対策の強化など、使用料

収入の確保の取り組みを強化します。 

 

(5) 下水道使用料改定の取組 

公共下水道事業と農業集落排水事業では建設時の財源の仕組みは異なるものの、利

用者にとっては違いが無いことを考慮して、同じ料金体系に統一しています。 

料金改定は原則として 4年毎に検討を実施することとしており、令和元年 10月 1

日に消費税率改定に伴う料金改定を行ったものの、現行料金体系については据え置

いています。令和 8年度以降の使用料改定については、料金累進性の見直しについ

て検討をしつつ、必要性や実施時期を慎重に判断していきます。また、改定する場

合は、使用者の理解を得るため、十分な説明を行います。 

 

(6) 内部留保資金と企業債償還の取組 

減価償却費等によって生じる内部留保資金(*20)を適切に見積もること、また、そ

の内部留保資金を活用して事業を行っていくことを基本とします。今後、施設の予

防保全による施設・設備の長寿命化や、適切な維持管理を考慮したストックマネジ

メント計画に加え、統合に関わる接続の建設費用が新たに追加となることから、そ

れによる企業債借入の増加や一般会計からの繰入に配慮しつつ、内部留保資金との

バランスに留意し、現在の企業債残高を増やさないように努めます。 

 

(7) キャッシュ・フロー計算書の取扱 

事業の運転資金に影響する現金収支は、損益計算書(*23)では分かりづらいためキャ

ッシュ・フロー計算書(*22)により資金増減の要因を把握します。 

  

(8) 民間活力の導入の取組 

ウォーターPPP (*44)など、各種維持管理業務の民間委託について調査を行い、一定

のサービス水準を確保し、費用削減できるものは積極的に下水道公社を含めた民間活

力を導入します。 

 

(9) 住民参画への取組 

公共下水道事業は、接続や接続後の利用について使用者の理解と協力が必要不可欠

な事業です。これまでも広報誌やホームページにより、経営状況等の情報提供を行

ってきましたが、今後も下水道の仕組み、水洗化工事、融資あっせん制度、下水道使用

料、受益者負担制度、下水道使用の注意点等の PR を広報やホームページに掲載し、下水

道のイメージアップに努めていきます。また農業集落排水事業の統合の実現に向けた PR

も実施します。 
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２ 経営指標の向上に向けたロードマップ 

 

ここでは、「下水道事業における収支構造適正化に向けた取組の推進について」(令和 2 年

7 月 21 日付け国水下企第 34 号)及び「社会資本整備総合交付金等の交付にあたっての要件等

の運用について」(令和 2 年 3 月 31 日付け国水下事第 56 号)に基づき、経費回収率及び各指

標をロードマップとして示します。 

本村の下水道事業全体の令和 6 年度決算における経費回収率は、企業債支払利息が減少して

いることが要因となり、105.5%となっています。今後は下水道施設の老朽化に伴う修繕費や

更新費用の増加が見込まれることに加え、人口減少や景気動向に伴う下水道使用料の収入の

低迷など外部環境変化に左右される可能性があります。 

そのため、毎年の収支計画の積み上げを確実にし、将来にわたり安定した事業運営のため、

資産維持費を考慮した下水道使用料の見直しを検討しながら、農業集落排水事業の公共下水

道への統合を進めることで、経費回収率の向上を目指します。 

目指すべき方向性としては、経営の効率性として、令和 8 年度から令和 18 年度の 10 年間に

おいて、経費回収率 100%を維持と水洗化率の向上を目指すとともに、経営の健全性として、

経常収支比率 100%以上を維持し、統合整備事業に要する企業債が増加することから、企業債

残高対事業規模比率の適切な運用を目指します。 

 

指標 

現況 

(令和 6 年度 
決算) 

令和 8 年度 

(本計画期間中の
目標) 

令和 18 年度 

(次期経営計画に
おいて目指すべ

く目標値) 

望ましい方向 

水洗化率 95.3% 95.4% 95.6% 100% 

経常収支比率 100%以上 
100%以上 

を継続 
100%以上 
を継続 

100%以上 

経費回収率 100%以上 
100%以上 
を継続 

100%以上 
を継続 

100%以上 

企業債残高対 
事業規模比率 

385.5% 282.4% 516.4% 
低率のほうが望ま
しい 
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（参考資料）  用語の説明 

 

 １ 下水道事業に関する用語 

 

(*1) 【流域下水道】 

流域下水道とは、流域における生活環境改善を図るため、2つ以上の市町村の区域に

わたって一体的に整備する下水道のことで、原則として都道府県が設置及び管理を行

う。流域下水道は、都道府県が作成する流域別下水道整備計画に基づき整備が行われ、

国土交通省は計画に対する協議や同意、助言などを行う他、流域が複数の県に跨る場合

の総合調整を行う。 

 

(*2) 【公共下水道】 

公共下水道とは、市街地における下水を処理するために、地方公共団体が設置・管理

する下水道で、終末処理場を有するもの、または流域下水道に接続するものがあり、排

水施設の相当部分が暗渠構造であるものをいう。 

 

(*3) 【特定環境保全公共下水道】(略称:特環) 

特定環境保全公共下水道とは、公共下水道の一つで、市街化区域 (市街化区域が設置

されていない都市計画区域にあっては、既成市街地及びその周辺) 以外の区域に設置さ

れるものをいい、自然保護下水道、農山漁村下水道、簡易な公共下水道の 3種類があ

る。 

 

(*4) 【農業集落排水事業】(略称:農集) 

農業集落排水事業とは、農林水産省所管の農村総合整備事業の中で設置され、集落に

おける排水の水質保全を図るため、農業集落におけるし尿、生活雑排水、汚泥または雨

水を処理する施設であり、一集落から数集落を単位として実施する農村の集落形態に応

じた比較的小規模な下水道事業のことをいう。 

 

(*5) 【公共用水域】 

水質汚濁防止法に定められた、河川、湖沼、港湾、沿岸海域その他公共の用に供され

る水域や水路のことをいう。 

 

(*6) 【整備済人口】 

下水処理が開始され、下水道を使える区域に住んでいる人口のことをいう。 
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(*7) 【普及率】 

［指標の意味］ 

公共下水道事業（特定環境保全公共下水道事業含む）及び農業集落排水事業の場合

は、対象区域内人口に対し整備済人口はどの程度なのかを表す指標。なお、対象区域

内人口とは、下水道計画区域内に住んでいる人口のことをいう。 

 

(*8) 【水洗化人口】 

整備済人口のうち水洗化便所を設置して下水道を利用している人口のことをいう。 

 

(*9) 【水洗化率】 

［指標の意味］ 

現在処理区域内人口のうち、実際に水洗便所を設置して汚水処理している人口の割

合を表した指標。 

［分析の考え方］ 

当該指標については、公共用水域の水質保全や使用料収入の増加等の観点から 100%

となっていることが望ましい。一般的に数値が 100%未満である場合には、汚水処理が

適切に行われておらず、水質保全の観点から問題が生じる可能性があることや、使用

料収入を図るため、水洗化率向上の取組が必要である。 

 

(*10) 【分流式】 

「下水」とは、台所やトイレ、洗濯など生活の中で出てくる「汚水」と、降った雨

や道路にたまった「雨水」を合わせた総称で、この下水を下水道管で流す方法には

「合流式」と「分流式」の 2つがある。このうち分流式とは、「汚水」を処理場へ、

「雨水」を河川へ別々の下水道管で送る方式をいう。 

 

(*11) 【事業継続計画（BCP）】 

 大規模災害において施設が被災した場合、優先的に行う業務を定め、限られた職員

や資器材で早期に復旧させることを目的とした計画。「Business Continuity Plan」

の頭文字をとって「BCP」ともいう。 

 

普及率（%） 

算出式（法適用企業） 

整備済人口

対象区域内人口
× 100 

水洗化率（%） 

算出式（法適用企業） 

現在水洗便所設置済人口

現在処理区域内人口
× 100 
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(*12)  【下水道 DX】 

DX とはデジタルトランスフォーメーションのことで、下水道ＤＸとは、デジタル技

術を活用して、下水道施設の管理やメンテナンスを効率化し、持続可能なサービスを

提供する取組のことをいう。具体的には人工知能や情報通信技術を用いて、設備の管

理や人手不足の解消を図る取組などがある。 

 

(*13)【下水道 GX】 

GX とはグリーントランスフォーメーションのことで、下水道 GXとは、下水道分野に

おける脱炭素化や資源の有効利用を目指す取組のことをいう。具体的には、温室効果

ガスの削減や再生可能エネルギーの利用拡大、下水道汚泥の肥料化など、持続可能な

社会の実現に向けた施策がある。 

 

２ 経営指標に関する用語 

 

(*14) 【有収水量】 

公共下水道事業（特定環境保全公共下水道事業含む）及び農業集落排水事業の場合は、

処理水量のうち、料金徴収の対象となる水量をいう。 

 

(*15) 【有収率】 

 ［指標の意味］ 

  処理場施設の稼働がどの程度収益につながっているのかを示す指標。 

  

(*16) 【収益的収支】 

地方公営企業の企業活動に伴い、年度内に発生すると見込まれている全ての収益（収益的

収入）と、収益を得るためにかかった全ての費用（収益的支出）をいう。 

 

(*17) 【資本的収支】 

企業の将来の経営活動に備えて行う建物、施設等の建築改良にかかる企業債償還金など

の支出（資本的支出）と、その財源となる企業債収入や国庫補助金などの収入（資本的収入）

をいう。 

 

 

有収率（%） 

算出式（法適用企業） 

年間総有収水量

年間総処理水量
× 100 
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(*18)【他会計補助金（他会計繰入）】 

地方公営企業法第 17 条の 2 に定められている経費負担の原則に基づき、毎年度、国

から示される操出基準に基づいて一般会計から繰入を受けるもの。 

 

(*19)【長期前受金戻入】 

平成 26 年度に適用された新会計基準に基づき、「みなし償却制度」が廃止されたこ

とに伴い、償却資産の取得又は改良の財源となっている補助金等について長期前受金

に整理計上した上で、減価償却見合い分を順次収益化していくもの。 

 

(*20)【内部留保資金】 

実際は現金の支出がない費用（減価償却費など）の計上によって生じた現金（損益勘定留

保資 金）や過去の利益を特定の目的のために積み立てた積立金など、企業内部に留保して

いる資金。施設の更新や建設、企業債償還のために使用される。 

 

(*21)【減債積立金】 

前年度に純利益が発生した時に純利益を翌年度の企業債償還金の一部に充てるため積み

立てた金額のこと。 

 

(*22)【キャッシュ・フロー計算書（C/S）】 

現金について、単年度の間にどういった内容で、いくら収入あるいは支出したか現

金の流れを表す報告書で財務諸表の 1つ。平成 26年度に改正された新会計基準にお

いて作成が義務化された。決算報告では、損益計算書と貸借対照表を用いてキャッシ

ュ・フロー計算書を作成する間接法を採用することが多い。 

 

(*23)【損益計算書（P/L）】 

損益計算書は、公営企業の一定期間における事業活動の成果を明らかにする財務諸表の

ひとつ。営業収益や営業費用、経常的な収支、特別損益などを記載し、その期間にどれだけ

の利益（または損失）を生み出したかを示すもので、この結果により企業の経営成績を把握

し、今後の経営判断や料金設定の検討に活用される。 

 

(*24)【貸借対照表（B/S）】 

貸借対照表は、決算時点における公営企業の財政状態を明らかにする財務諸表のひと

つ。資産、負債、純資産を区分して表示し、企業が保有する資源や債務、資金の運用・調達

のバランスが把握できるもので、財務の健全性を評価する基礎資料となり、将来的な設備投

資や資金計画の立案に活用される。 
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(*25)【直接法（キャッシュ・フロー計算書における）】 

直接法は、営業活動によるキャッシュ・フローを現金収入と現金支出の形で具体的に表示す

る方法。料金収入、職員給与の支出、資材購入費など、現金の流れをそのまま分類・集計し

て示すことで、現金の動きを明確に把握でき、事業活動と現金の関連が視覚的に分かりやす

いという特長がある。 

 

(*26)【間接法（キャッシュ・フロー計算書における）】 

間接法は、純利益を出発点とし、非現金取引（減価償却費など）や資産・負債の増減を調整

して、営業活動によるキャッシュ・フローを算出する方法。企業の損益と現金の流れの違いを

理解するのに適しており、損益計算書との連携が取りやすいという利点がある。 

 

 

 

 

３ 経営分析に関する用語 

  

(*27) 【施設利用率】 

［指標の意味］ 

施設・設備が一日に対応可能な処理能力に対する、一日平均処理水量の割合であり、施設

の利用状況や適正規模を判断する指標。 

［分析の考え方］ 

明確な数値基準はないが、一般的には高い数値であることが望まれる。 経年比較や類似

団体との比較等により自団体の置かれている状況を把握し､数値が低い場合には､施設が遊

休状態でないか､過大なスペックとなっていないかといった分析が必要。 

 

(*28)【経営比較分析表】 

各年度の決算値をもとに経営指標を算出し、経年比較や事業規模が似ている団体と比較

することで、経営の状況や課題を把握するための表。 

  

施設利用率（%） 

算出式（法適用企業） 

晴天時一日平均処理水量

晴天時現在処理能力
× 100 
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(*29)【経常収支比率】 

［指標の意味］ 

法適用企業に用いる経常収支比率は、当該年度において、給水収益や一般会計からの繰

入金等の収益で、維持管理費や支払利息等の費用をどの程度賄えているかを表す指標。 

［分析の考え方］ 

単年度の収支が黒字であることを示す 100%以上となっていることが基準で、数値が

100％未満の場合、単年度の収支が赤字であることを示しているため、経営改善に 向

けた取組が必要。 

 

 (*30)【累積欠損金比率】 

［指標の意味］ 

営業収益に対する累積欠損金（営業活動により生じた損失で、前年度からの繰越利益剰余

金等でも補塡することができず、複数年度にわたって累積した損失のこと）の状況を表す指

標。 

［分析の考え方］ 

当該指標は、累積欠損金が発生していないことを示す 0%であることが求められる。

数値が 0%より高い場合は、経営の健全性に問題があり、経年の状況も踏まえながら 

0%となるよう経営改善を図っていく必要がある。 

 

(*31)【流動比率】 

［指標の意味］ 

短期的な債務に対する支払能力を表す指標。 

［分析の考え方］ 

当該指標は、1年以内に支払うべき債務に対して支払うことができる現金等がある状

況を示す 100%以上であることが必要である。一般的に 100%を下回るということは、

経常収支比率（%） 

算出式（法適用企業） 

経常収益

経常費用
× 100 

累積欠損金比率（%） 

算出式（法適用企業） 

当年度末処理欠損金

営業収益−受託工事収益
× 100 

流動比率（%） 

算出式（法適用企業） 

流動資産

流動負債
× 100 
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1 年以内に現金化できる資産で、1年以内に支払わなければならない負債を賄えてお

らず、支払能力を高めるための経営改善を図っていくことが求められる。 

 

(*32)【企業債残高対事業規模比率】 

［指標の意味］ 

料金収入に対する企業債残高の割合であり、企業債残高の規模を表す指標。 

［分析の考え方］ 

明確な数値基準はないため、経年比較や類似団体との比較等により自団体の置かれている

状況を把握・分析し、適切な数値となっているかを判断する。 

 

(*33)【経費回収率】 

［指標の意味］ 

使用料で回収すべき経費を、どの程度使用料で賄えているかを表した指標であり、使用料

水準等を評価することが可能。 

［分析の考え方］ 

当該指標は、使用料で回収すべき経費を全て使用料で賄えている状況を示す 100%以

上であることが必要である。数値が 100%を下回っている場合、汚水処理に係る費用が

使用料以外の収入により賄われていることを意味するため、適正な使用料収入の確保

及び汚水処理費の削減が必要。 

 

(*34)【汚水処理原価】 

［指標の意味］ 

有収水量１m3あたりの汚水処理に要した費用であり、汚水資本費・汚水維持管理費

の両方を含めた汚水処理に係るコストを表した指標。 

企業債残高対事業規模比率（%） 

算出式（法適用企業） 

企業債現在高合計−一般会計負担額

営業収益−受託工事収益−雨水処理負担金
× 100 

経費回収率（%） 

算出式（法適用企業） 

下水道使用料

汚水処理費（公費負担分を除く）
× 100 

汚水処理原価（円） 

算出式（法適用企業） 

汚水処理費（公費負担分を除く）

年間有収水量
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［分析の考え方］ 

明確な数値基準はないため、経年比較や類似団体との比較等により自団体の置かれてい

る状況を把握・分析し、適切な数値となっているかを判断する。必要に応じて､ 投資の効率化

や維持管理費の削減､接続率の向上による有収水量を増加させる取組といった経営改善が

必要。 

 

(*36)【有形固定資産減価償却率】 

［指標の意味］ 

有形固定資産のうち償却対象資産の減価償却がどの程度進んでいるかを表す指標で、資

産の老朽化度合を示している。 

［分析の考え方］ 

明確な数値基準はないが、一般的には数値が 100%に近いほど、保有資産が法定耐用

年数に近づいていることを示しており、将来の施設の改築（更新・長寿命化）等の必

要性が高いことが推測できる。 

 

(*37)【管渠老朽化率】 

［指標の意味］ 

法定耐用年数を超えた管渠延長の割合を表した指標で、管渠の老朽化度合を示している。 

［分析の考え方］ 

当該指標は、明確な数値基準はなく、経年比較や類似団体との比較等により置かれている状

況を把握・分析し、適切な数値となっているか判断する。一般的には、数値が高い方が法定耐

用年数を経過した管渠を多く保有しており、管渠の改築等の必要性を推測することができる。 

 

(*38)【管渠改善率】 

有形固定資産減価償却率（%） 

算出式（法適用企業） 

有形固定資産原価償却累計額

有形固定資産のうち償却対象資産の帳簿原価
× 100 

管渠老朽化率（%） 

算出式（法適用企業） 

法定耐用年数を経過した管渠延長

下水道布設延長
× 100 

管渠改善率（%） 

算出式（法適用企業） 

改善(更新・改良・維持)管渠延長

下水道布設延長
× 100 
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［指標の意味］ 

当該年度に更新した管渠延長の割合を表した指標で、管渠の更新ペースや状況を把握でき

ます。 

［分析の考え方］ 

明確な数値基準はないが、数値が 1%の場合､すべてを更新するのに 100 年かかる更新

ペースであることを意味する｡類似団体との比較により、置かれている状況を判断する

とともに、将来の更新需要を把握・分析し、適切な更新需要となるよう数値目標を立て

て進めていく。 

 

(*39)【耐震化率】 

［指標の意味］ 

処理場などの施設で、耐震化がどの程度進んでいるのかを表す指標。 

 

(*40)【資金不足比率】 

［指標の意味］ 

営業収益に対してどの程度資金不足に陥っているのかを表す指標であり、0％であることが望

ましい。 

(*41)【労働生産性】 

［指標の意味］ 

職員一人当たりの営業収益を表す指標。高いほど効率的な経営がされている。 

※地方公営企業会計では、損益勘定支弁職員と資本勘定支弁職員に分類し、会計処理を

する。 

 

 

耐震化率（%） 

算出式（法適用企業） 

耐震化施設数

施設数
× 100 

資金不足比率（%） 

算出式（法適用企業） 

流動負債(翌年度元金償還額を除く) −流動資産

営業収益−受託工事収益
× 100 

労働生産性(円/人) 

算出式（法適用企業） 

営業収益

損益勘定支弁職員数
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(*42)【自己資本比率】 

［指標の意味］ 

総資本(負債＋資本)に対し、自己資本(資本金+余剰金+評価差額等+繰延収益)がどの

程度あるのかを表す指標。 

 

(*43)【ストックマネジメント】 

持続可能な事業の実施を図るため、明確な目標を定め、施設の状況を客観的に把握、評価し

中長期的な施設の状態を予測しながら施設を計画的かつ効率的に管理すること。 

 

(*44) 【ウォーターPPP】 

ウォーターPPP（Public–Private Partnership）は、水道・下水道などの水インフラの

整備・更新・運営を、公的機関と民間企業が協働して行う仕組みのひとつで、自治体は

サービス基準や料金体系、事業の監督などを担い、民間企業は設備の維持管理、運転、

技術導入、効率化などを担当する。老朽化や人口減少による収入減、人材不足といった

課題に対処するため、民間のノウハウや資金を活用し、安定したサービスの提供とコス

トの最適化、持続可能な運営体制の構築を目指す点が特徴である。

自己資本比率（%） 

算出式（法適用企業） 

資本金+余剰金+評価差額等+繰延収益

負債+資本
× 100 



 

 

 

令和 7 年度 高山村下水道事業経営戦略 

          令和 8 年 3 月 策定 

 

高山村 建設水道課 上下水道係 

長野県上高井郡高山村大字高井 4972 

電話  026-245-1100(代表) 

       026-214-9297(課直通) 

Fax   026-248-0066 

E-mail  kensui@vill.takayama.nagano.jp 

国連が採択した SDGs の理念を踏まえ、第 6次高山村総合計画後期基本計画に基づ

き、持続可能な下水道事業の経営を目指します。 


